
1．【建築指導事業】建築行為における適法性を確保することにより、良好な市街地の整備を誘導するほか、安心で快適
な住環境の形成を図る。２．【建築協定推進事業】建築協定の活用を推進し、地域の特性を活かした住民の手によるまち
づくりを誘導する。

建築確認申請の経由事務、建築協定運営に関する適切な指導・助言を行う。
老朽化し危険な空家の所有者の調査を行い、適正に管理できるよう助言を行う。
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建築確認申請の経由事務を行うことにより法令順守やトラブル防止に非
常に貢献しているため。A

建築確認申請の経由事務を適正に執行し、建築協定の運営について適
切な指導・助言を行ったため。
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１．【建築指導事業】建築確認申請の経由事務、建築基準法第４３条などに各種許可申請に係る経由事務などを適正に
行い、必要な指導助言などを行います。２．【建築協定推進事業】建築協定認可申請の経由事務を適正に行います。ま
た、建築協定の運営について適正な指導・助言を行います。
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